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１ . 緒言 

2010 年に策定されたスポーツ立国戦略 1)では,成人の週 1 回以上のスポーツ実施率を

65%程度にすることを目標に掲げている.しかし｢体力･スポーツに関する世論調査 (平成 21

年)｣2)によると,成人のスポーツ実施率は約 44%であり,20歳代(約 27.7%),30歳代(約 35.6%)

は,各世代の中でもスポーツ実施率が著しく低い .また近年 20-30 歳代などの若年層におい

て生活習慣病の割合が増加している .荒井 3)は ,スポーツ実施は心の発達と健康増進などの

恩恵をもたらすことを述べている . さらに平田 4)は,日本のスポーツ産業における課題とし

て,比較的低収入の若年層のスポーツ消費が停滞しており ,今後若年層にスポーツ参加を促

すような施策が必要であることを述べている .そのため,スポーツ立国戦略の目標達成 ,健康

増進及びスポーツ産業の発展という観点からも , 20-30 歳代のスポーツ実施率を高める支

援策の策定が求められる . 

樋上ら5)は ,成人の週1回未満の運動実施者および非実施者において ,運動したいと思って

いるが積極的な実施に至らない者を運動潜在群と定義し ,全体の43%が運動潜在群である

ことを示している .藤本6)は,将来スポーツを実施する可能性の高い潜在市場に注目し ,実施

者の｢頻度｣を維持･増加させるための市場浸透戦略と ,実施者以外の新たな市場を開拓し ,

実施者の｢実数｣を増加させるための市場開拓戦略として ,適切なマーケティング戦略の重

要性を述べている .さらに松岡7)は,スポーツ参加者のベネフィットや動機に関する研究

8)9)10)を検討し,人々はスポーツ･運動実施に対して様々なベネフィットを求めており ,且つ

一人の実施者が同時に複数のベネフィットの獲得を求めてスポーツを実施しているケース

も尐なくないため ,スポーツ実施の動機を理解せずには ,どのようなスポーツプロダクトを
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提供すべきなのか ,またはどのようなプログラムを準備すべきなのかを明確にすることが

できないと述べている . 柴田ら11)は, 性によって層化して成人の歩行による推奨身体活動

量充足に関連する要因を検討した際に ,推奨身体活動量を満たしていないが何らかの歩行

活動は行っている不十分なレベルの関連要因も検討した.推奨身体活動のレベル毎 ,男女別

に関連要因を検討する便益について ,不活発な成人に対して ,たとえ心身の健康に十分な影

響が与えられないレベルであったとしても ,身体活動を始める動機を促す介入方法の開発

や性差を考慮したターゲット集団の特定に有用な情報になると述べている .間野12)は ,スポ

ーツに関する政策の立案のために ,これまでの政策分析ではなく ,政策のための分析 ,エビデ

ンスベースの実証研究の必要性を述べている .そのため,スポーツ実施率を高める支援策を

策定するためには ,特定集団の潜在的スポーツ実施者及び定期的スポーツ実施者に関連す

る要因を明らかにすることは重要である.  

Kenyon&Mcpherson13)は,1970年代初頭に｢スポーツへの社会化論｣を発展させ ,我が国

においては,1970-1980年代に徳永ら14)が｢スポーツ参与｣を規定する要因として,｢基礎的要

因｣｢社会的･経済的･文化的要因｣｢スポーツ関連要因｣｢身体的要因｣｢心理的要因｣の5要因

を挙げている .多々納ら15)は ,スポーツ参与を規定する要因を多変量解析を行い ,｢心理的要

因｣は,スポーツ参与に対する第一次的要因群を構成し ,スポーツ参与を直接的に規定して

いることを明らかにしている .また樋上ら5)は,情動,有能感,健康状態感,個人的規範などの

心理学的要因がスポーツ参与を促進していることを示している .そのため,スポーツ社会学

においては,スポーツ参与に｢心理的要因｣が強く影響していると考えられている .一方行動

科学の分野の中で ,人々の身体活動･運動を促進させる方法として ,心理行動医学的なアプ
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ローチに着目し ,運動習慣の促進要因ならびに阻害要因の研究が行われてきた .それらの先

行研究によれば ,促進要因･阻害要因は ,運動習慣の獲得･継続に対する重要な予測要因であ

ると考えられている16).また属性の異なる対象者集団では ,身体活動･運動の実践に影響を

及ぼす促進･阻害要因が異なると言われており ,異なる対象者集団で多くの研究が行われて

いる17)18)19).Shibataら20)は ,日本人成人における男性と女性とでは ,身体活動に関連する心

理的要因が異なることを明らかにしている .そのため,20-30歳代という対象者集団におい

ても,性別によってスポーツ実施に関連する要因が異なると考えられる .  

そこで本研究では ,20-30 歳代に着目し,性別及びスポーツ実施頻度毎に ,スポーツ実施に

関連する促進･阻害要因を明らかにすることを目的とした . 
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２ . 方法 

２.１ 調査概要および調査対象者 

都市規模による階層化二段無作為抽出法によって抽出された全国の 1200 名(20-30 歳代

各 600 名)を対象とし,訪問留置法による質問紙調査を実施した .調査期間は 2011 年 8 月 17

日―9 月 4 日とした.回収率は 100%であった. 全回答者 1200 名のうち,運動習慣の促進要

因・阻害要因 ,スポーツ実施頻度 ,についての設問が完全回答ではなかった調査票を除外し

た結果,有効回答数は 1149 通となり,有効回答率は 95.8%であった. 

 

２.２ 調査項目 

調査項目は ,人口統計学的特性 (性別･年齢･婚姻状況 ,子どもの有無 ,就労状況 ,世帯年収),

年間スポーツ実施頻度 ,石井 21)が開発した簡易版運動習慣の促進･阻害要因尺度とした . 

 年間スポーツ実施頻度は ,内閣府 ;体力スポーツに関する世論調査 2)を参考に ,過去一年間

のスポーツ実施状況に関して ,｢年に 1―3日｣,｢3か月に 1―2日(年 4―11日)｣,｢月に 1―3日(年

12―50 日)｣,｢週に 1―2日(年 51―150 日)｣,｢週に 3 日以上(年 151 日以上)｣,｢スポーツは行っ

ていない｣の 6 段階で調査し ,｢スポーツは行っていない｣を｢非実施群｣,｢年に 1―3 日｣,｢3 か

月に 1―2日｣,｢月に 1―3日｣を｢不定期スポーツ実施群｣,｢週に 1―2日｣,｢週に 3日以上｣を｢定

期的スポーツ実施群｣としてスポーツ実施状況を分類した . 

石井 21)が開発した簡易版運動習慣の促進･阻害要因は , 下光 22)が「身体活動」「運動」「ス

ポーツ参与」に関する先行研究を元に開発した尺度を簡易版に改良した尺度である .それぞ

れ 10 項目 5 因子,計 20 項目 10 因子で構成されている .運動をすることの利点 ,運動をしな



5 

 

い時の理由に関して ,促進要因･阻害要因それぞれ 10 項目 ,計 20 項目に対して｢全くそう思

わない(1)｣から｢かなりそう思う(5)｣の 5 段階で評価する .今回は,質問文及び各質問項目に

おける｢運動｣の文言を｢スポーツ｣に変更した . 

本研究において項目作成時には ,スポーツ政策学を専門とする大学教員 2 名,行動科学を

専門とする大学教員 1 名,健康心理学を専門とする大学教員 1 名,スポーツ社会学を専門と

する大学教員 1 名,スポーツ経営学を専門とする大学教員 1 名の合議により決定した .また

体力スポーツに関する世論調査 2)で調査している 55 種目をスポーツとして定義した . 

 

  

要因 因子 項目

ストレスを解消し、リラックスできる

楽しくエンジョイできる

交友関係が深まる

促 友人と一緒にできる

進 適正体重を維持できる

要 外見が良くなる

因 全身持久力が増す

健康になる

自分の能力を他人に認めてもらえる

可能性への挑戦になる 

十分な時間がない

仕事が多すぎる

無性である

阻 動機付けに欠ける

害 運動によって疲れてしまう

要 運動はつまらない

因 天気が悪い

施設がない

家族がすすめない

一緒に運動する人がいない

時間の管理

社会的支援の欠如

怠惰性

物理的環境

表1 簡易版運動習慣の促進要因・阻害要因尺度

心理的効果

対人関係

体重管理

健康・体力増進

自己の向上

身体的・心理的阻害
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２.３ 統計解析 

全ての解析は ,解析対象者を性別で層化した上で行った .まず ,簡易版運動習慣の促進･阻

害要因の尺度の妥当性を検討するために,確認的因子分析を行った.その後,スポーツ実施頻

度と促進･阻害要因の関連を検討するために ,スポーツ実施頻度を非実施群(行わなかった),

不定期スポーツ実施群(年 1 日―月 3 日),定期的スポーツ実施群(週 1 日以上)に分類された 3

群と促進･阻害要因の関連をカイ二乗検定によって検討した .最後に ,定期的スポーツ実施

群と不定期スポーツ実施群の関連要因を検討するために ,スポーツ実施頻度を従属変数 ,促

進･阻害要因を独立変数とした強制投入法による二項ロジスティック回帰分析を用いて ,オ

ッズ比と 95%信頼区間を算出した .統計解析には ,IBM SPSS Statistics 19 及び Amos18 を

使用した. 
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３ . 結果 

３.１ 対象者の特徴 

解析対象者の属性は ,表 2 に示した通りである .性別の割合は ,男性が 51.0%,女性が 49.0%

であった.年齢の割合は,20歳代男性が 44.1%,30歳代男性が 55.9%,20歳代女性が 42.6%,30

歳代女性が 53.7%となっており ,有意な差はみられなかった.「婚姻状況」「就労状況」「世

帯年収」においては ,男女で有意な差がみられた . 

 

表2　解析対象者の属性

Ｎ   　    ％ Ｎ   　　％

全体 593 51.5 558 48.5

年齢別 6.16 n.s.

　20-24歳 132 22.3 106 19.0

　25-29歳 125 21.1 142 25.4

　30-34歳 144 24.3 114 20.4

　35-39歳 192 32.4 196 35.1

婚姻状況 11.96 **

　既婚 310 52.3 347 62.2

　未婚 283 47.7 210 37.8

子どもの有無 3.91 n.s.

　あり 279 47.1 295 53.0

　なし 313 52.9 262 47.0

就労状況 327.81 ***

　フルタイム 499 84.3 229 41.0

　パートタイム・アルバイト 27 4.6 162 29.0

　専業主婦・主夫 0 0 121 21.7

　学生 53 9.0 30 5.4

　無職 13 2.2 16 2.9

世帯年収 88.63 ***

　0≦299万円 108 18.7 121 28.7

　3000≦499万円 194 33.5 163 38.6

　500≦699万円 117 20.2 89 21.1

　700≦999万円 37 6.4 34 8.1

　≧1000万円 20 3.5 15 3.6

地域 0.27 n.s.

　  北海道 26 4.4 24 4.3

　  東北 38 6.4 37 6.6

　　関東 210 35.5 193 34.6

　　中部 105 17.7 99 17.8

　　近畿 96 16.2 94 16.9

　　中国 33 5.6 33 5.9

　　四国 22 3.7 21 3.8

　　九州 62 10.5 56 10.1

都市規模 0.30 n.s.

　東京都区部 43 7.3 41 7.4

　19大都市 130 22.0 119 21.4

　人口10万人以上 246 41.6 231 41.5

　人口10万未満 119 20.1 118 21.2

　町村 54 9.1 48 8.6

**p<0.01 ***p<0.001

男性 女性

χ2
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３.２ スポーツ実施状況 

解析対象者のスポーツ実施状況は ,表 3 に示した通りである .週に 1 日以上定期的にスポ

ーツを実施していた割合は ,男性が 51.9%,女性が 39.4%であった.また,性別によってスポー

ツ実施頻度が異なることが明らかとなった . 

 

 

３.３ 運動習慣の促進･阻害要因尺度の妥当性の検討  

運動習慣の促進･阻害尺度の妥当性を検討するため ,確認的因子分析を行った .因子の設

定は,石井 21)の簡易版運動習慣の促進要因・阻害要因尺度を元に行った . 

促進要因においては ,10 項目 5 因子のモデル適合度において ,基準値を満たす値

(GFI=.965,AGFI=.922,CFI=.956,RMSEA=.083)なった. 

阻害要因においても ,10 項目 5 因子のモデル適合度において ,基準値を満たす値

(GFI=.971,AGFI=.936,CFI=.950,RMSEA=.073)となった. 

  

表3　スポーツ実施状況

Ｎ ％ Ｎ ％

スポーツ実施頻度 33.61 ***

　非実施群 58 9.8 116 21

　不定期スポーツ実施群 227 38.3 221 39.6

　定期的スポーツ実施群 307 51.9 220 39.4

男性 女性

χ2

***p<0.001

ＧＦＩ ＡＧＦＩ ＣＦＩ ＲＭＳＥＡ
促進要因 .965 .922 .956 .083
阻害要因 .971 .936 .950 .073

表4　運動習慣の促進・阻害要因におけるモデル適合度
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３.４ スポーツ実施頻度で分類された 3 群における促進・阻害要因との関連 

カイ二乗検定を用いて ,スポーツ実施頻度で分類された 3 群における各促進･阻害要因の

関連を検討した .その結果, 男女ともに ,「心理的効果」を高く捉えている者 ,「身体的心理

的阻害」を低く捉えている者 ,「社会的支援の欠如」を低く捉えている者の方が ,有意に定

期的スポーツ実施群の割合が多く,非実施群の割合が尐なかった .また男性のみ「対人関係」

を高く捉えている者 ,「自己の向上」を高く捉えている者 ,「怠惰性」を低く捉えている者

の方が,有意に定期的スポーツ実施群の割合が多く,非実施群の割合が尐なかった .また女性

のみ ,「健康体力維持」を高く捉えている者の方が ,有意に定期的スポーツ実施群の割合が

多く ,非実施群の割合が尐なく ,「物理的環境」を低く捉えている者の方が ,有意に定期的ス

ポーツ実施群の割合が多かった . 
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３.５ スポーツ実施頻度毎の相対的関連要因の検討  

二項ロジスティック回帰分析を用いて ,不定期スポーツ実施群および定期的スポーツ実

施群に関連する促進･阻害要因を相対的に検討した . 

男性は ,不定期スポーツ実施群では , ｢対人関係｣が高いことと有意な高い関連がみられ

表5　促進・阻害要因におけるスポーツ実施頻度で分類した3群の割合

男性（n=593） 女性（n=558）

非実施 不定期実施 定期的実施 非実施 不定期実施 定期的実施

％ χ2 ％ χ2

促進要因

心理的効果 14.96 *** 23.32 ***

　低 16.3 39.7 44.0 29.2 43.1 27.8

　高 6.8 37.7 55.5 16.0 37.5 46.4

対人関係 17.60 *** 1.42 n.s.

　低 15.7 39.7 44.5 20.9 41.9 37.2

　高 6.0 37.4 56.6 21.0 37.4 41.6

体重管理 2.97 n.s. 1.78 n.s.

　低 11.5 38.2 50.3 23.5 38.2 38.2

　高 7.3 38.4 54.3 18.9 40.7 40.4

健康体力維持 4.34 n.s. 6.15 *

　低 13.1 38.9 48.0 22.0 42.3 35.8

　高 8.1 38.0 53.9 19.0 34.4 46.6

自己の向上 15.73 *** 5.95 n.s.

　低 12.0 43.1 44.9 18.2 43.9 38.0

　高 6.9 32.2 60.9 24.3 34.5 41.2

阻害要因

時間の管理 3.31 n.s. 0.56 n.s.

　低 9.9 35.1 55.0 21.4 37.8 40.8

　高 9.6 42.3 48.1 20.6 40.9 38.4

怠惰性 12.58 ** 4.33 n.s.

　低 6.6 38.0 55.3 18.6 38.1 43.3

　高 15.2 38.7 46.1 23.6 41.2 35.2

身体的心理的阻害 23.92 *** 15.01 **

　低 4.5 35.6 59.9 16.1 37.1 46.8

　高 14.8 40.8 44.4 25.9 42.1 32.0

物理的環境 4.54 n.s. 14.30 **

　低 10.5 42.2 47.3 20.4 46.8 33.0

　高 9.2 34.8 56.0 21.6 31.8 46.6

社会的支援の欠如 23.20 *** 28.90 ***

　低 5.0 36.3 58.8 13.1 39.2 47.8

　高 15.4 40.7 44.0 29.6 40.1 30.3

*p<0.05  **p<0.01 ***p<0.001
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た .定期的スポーツ実施群では ,「自己の向上」が高いことと有意な高い関連がみられ ,「物

理的環境」が高いことと有意な高い関連がみられた . 

女性は ,不定期スポーツ実施群では ,｢心理的効果｣及び｢体重管理｣が高いことと有意に高

い関連がみられ ,｢自己の向上｣が高いことと有意に低い関連がみられ ,｢社会的支援の欠如｣

が高いことと有意な低い関連がみられた .定期的スポーツ実施群では ,｢心理的効果｣及び

「物理的環境」が高いことと有意に高い関連がみられた . 

 

  

OR (95%CI) OR (95%CI) OR (95%CI) OR (95%CI)

促進要因

　心理的効果

　　低 1 (ref) 1 (ref) 1 (ref) 1 (ref)

　　高 1.39 (0.70-2.79) 1.04 (0.67-1.60) 1.92 (1.09-3.38) * 1.63 (1.00-2.66) *

　対人関係

　　低 1 (ref) 1 (ref) 1 (ref) 1 (ref)

　　高 2.02 (1.01-4.04) * 1.10 (0.74-1.65) 0.82 (0.48-1.40) 0.94 (0.61-1.46)

　体重管理

　　低 1 (ref) 1 (ref) 1 (ref) 1 (ref)

　　高 1.30 (0.61-2.75) 0.89 (0.59-1.35) 1.80 (1.07-3.03) * 0.80 (0.51-1.24)

　健康体力維持

　　低 1 (ref) 1 (ref) 1 (ref) 1 (ref)

　　高 1.09 (0.54-2.21) 1.00 (0.64-1.55) 0.70 (0.39-1.24) 1.45 (0.91-2.30)

　自己の向上

　　低 1 (ref) 1 (ref) 1 (ref) 1 (ref)

　　高 0.81 (0.40-1.66) 1.70 (1.15-2.52) ** 0.41 (0.24-0.71) ** 1.18 (0.77-1.80)

阻害要因

　時間の管理

　　低 1 (ref) 1 (ref) 1 (ref) 1 (ref)

　　高 1.31 (0.40-1.44) 0.78 (0.55-1.12) 1.09 (0.56-1.50) 0.82 (0.55-1.24)

　怠惰性

　　低 1 (ref) 1 (ref) 1 (ref) 1 (ref)

　　高 0.57 (0.92-3.30) 1.01 (0.68-1.49) 0.94 (0.64-1.74) 0.88 (0.59-1.33)

　身体的心理的阻害

　　低 1 (ref) 1 (ref) 1 (ref) 1 (ref)

　　高 0.53 (0.86-4.12) 0.72 (0.48-1.08) 0.84 (0.67-2.10) 0.63 (0.40-1.01)

　物理的環境悪

　　低 1 (ref) 1 (ref) 1 (ref) 1 (ref)

　　高 1.43 (0.36-1.35) 1.66 (1.15-2.40) ** 0.75 (0.79-2.23) 2.78 (1.82-4.23) *

　社会的支援の欠如

　　低 1 (ref) 1 (ref) 1 (ref) 1 (ref)

　　高 0.55 (0.89-3.71) 0.69 (0.47-1.00) 0.48 (1.24-3.52) ** 0.70 (0.46-1.07)

OR=オッズ比 ;CI=信頼区間 (ref)＝参照グループ *p<0.05  **p<0.01 ***p<0.001

参照グループ：不定期スポーツ実施群→非実施群

　　　　　　　定期的スポーツ実施群→不定期スポーツ実施群

表6　不定期的スポーツ実施群及び定期的スポーツ実施群に関連する要因 (オッズ比)

男性 女性

不定期実施群（n=227) 定期的実施群（n=221) 不定期実施群（n=246) 定期的実施群（n=220)
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４ . 考察 

４.１ スポーツ実施頻度に関連する促進要因 

男女別にスポーツ実施頻度と促進要因の関連要因を検討した .その結果 ,スポーツ実施頻

度毎に性別で関連する促進要因が異なることが明らかとなった . 

男性は ,不定期スポーツ実施群では ,｢対人関係｣をスポーツの利点として高く捉えている

可能性が高いことが明らかになった .女性では有意な関連がみられず ,男性のみ有意な関連

がみられた理由として ,スポーツを行う上で重要な他者の違いが影響していると考えられ

る .徳永 23)は,男性はスポーツ参与における重要なる他者の中で,｢友人･先輩の奨励｣に強い

影響を受けることを明らかにしている .また男性の方が女性よりクラブや同好会などに所

属している割合が高いことも影響していると考えられる .体力・スポーツに関する世論調査

2)によると ,クラブ･同好会に加入した動機として ,｢親睦のため｣「仲間ができるから｣が

47.1%と ,他の動機に比べて高い .また ,男女別の加入しているクラブ･同好会の形態をみる

と 24),男性は「職場の仲間中心のスポーツクラブ」が 21.7%に対して女性は 1.8%,また「学

校 OB などが中心のクラブ」に加入している男性は 12.7%に対して,6.1%と大きな差がみら

れる.その分,会員制スポーツクラブやフィットネスクラブにおいては ,男性の 12.7%に対し

て女性は 30.5%と男性に比べて高い .徳永 25)は,「民間の会員制スポーツクラブやフィット

ネスクラブ」の加入動機及び継続要因に関して,｢健康維持･体力向上｣,｢ストレス発散｣,｢生

活が充実する｣などの要因が高く ,｢仲間との交流｣は低いことを明らかにしている .そのた

め ,男性の方が｢交友関係が深まる｣,｢友人と一緒にできる｣というスポーツの利点を強く感

じていると考えられるため ,単変量解析にもいても男性のみ有意な関連がみられたと考え
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られる.しかし ,定期的スポーツ実施群においては有意な関連がみられなかった .その理由と

して ,実施しているスポーツ種目の違いが影響していると考えられる .スポーツ種目の中で

も個人種目であるウォーキング,体操 ,ランニング(ジョギング),水泳 ,室内運動器具を使って

する運動などの実施率の高い種目は ,他の種目に比べて定期的スポーツ実施群で行ってい

る割合が高かった .またスポーツライフデータ 24)によると,推計人口が 100 万人を超えるス

ポーツ種目は ,週 1 回以上では 17 種目を数え,そのほとんどが一人で行うことのできるスポ

ーツである.そのため,定期的スポーツ実施群になると,｢交友関係が深まる｣や「友人と一緒

にできる」ことをスポーツの利点としてあまり捉えなくなると考えられる . 

また男性は ,定期的スポーツ実施群では ,｢自己の向上｣をスポーツの利点として高く捉え

ている可能性が高いことが明らかになった .スポーツは｢勝敗｣,｢記録｣,｢得点｣などの｢ルー

ル｣という特性がみられる .多々納ら 26)は ,男性は激しいスポーツ種目への志向が強いこ

と,Weinberg & Ragan27)は ,男性は女性と比べて ,人と競って作業をすることを好んでいる

と述べている .また ,定期的に継続して練習を行うなどスポーツを実施しないと ,｢自分の能

力を他人に認めてもらえる｣や｢可能性への挑戦になる｣には至らないと考えられる .そのた

め ,男性は定期的スポーツ実施頻度群では ,「交友関係が深まる｣や「友人と一緒にできる」

などの｢対人関係｣よりも ,「可能性への挑戦になる」や「他人に認めてもらえる」などの｢自

己の向上｣をスポーツの利点と考えるようになる可能性を示唆している .  

一方女性は ,不定期スポーツ実施群において ,｢体重管理｣をスポーツの利点として高く捉

えている可能性が高いことが明らかになった .下光 22)は ,運動行動変容ステージ間で｢体重

管理｣について有意な差がみられないことを明らかにしている .また Nishida28) 29)も ,男女
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ともに｢体重管理｣において ,運動行動変容ステージの｢準備期｣と｢行動期･維持期｣との間で

有意な関連がみられないことを明らかにしている .一方西田ら 30)は,働く女性の促進要因で

あるダイエット利得は ,「無関心期」と「関心期」で有意な差がみられることを明らかにし

ている .そのため ,非実施群の中でもスポーツ実施に無関心な人と関心のある人との間では

有意な差がみられるかもしれないが ,準備期にあたる｢不定期スポーツ実施群｣と行動･維持

期にあたる｢定期的スポーツ実施群｣間では有意な差がみられなかったため ,単変量解析で

は男女ともに有意な関連がみられなかったと考えられる .しかし多変量解析においては ,女

性のみ不定期スポーツ実施群において ,｢体重管理｣を高く捉えている可能性が高いことが

明らかになった .女性は男性よりも｢適性多重を維持できる｣や｢外見が良くなる｣に関して

敏感であると言われている .そのため ,男性では関連がみられずに女性では関連がみられた

と考えられる .また定期的スポーツ実施群においては有意な関連がみられなかった .「適正

体重の維持」や「外見がよくなる」は ,スポーツ実施以外にも ,体質や食事等の影響を受け

るため 31),定期的にはスポーツ実施が続かず ,他の手段を用いて「体重管理」を行っている

可能性を示唆している . 

また｢心理的効果｣は ,単変量解析において男女ともに有意な関連がみられ , 女性は不定

期的スポーツ実施群及び定期的スポーツ実施群において｢心理的効果｣を高く捉えている可

能性が高いことが明らかになった .他の年代に比べて , 20 歳代の若年層のスポーツ実施の

目的に関する特性として ,試合などを純粋に楽しむ人が多いため 32),単変量解析において男

女ともに有意な関連が認められたと考えられる .しかし多変量解析では ,女性のみ不定期的

スポーツ実施群及び定期的スポーツ実施群において有意な関連がみられた .先程述べたよ
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うに,男性は女性に比べて ,激しいスポーツ種目への志向が強く 26), 女性は男性と比べて ,人

と競って作業をすることを好まないため 27), 不定期スポーツ実施群では「自己の向上」を

スポーツの利点として高く認識している可能性が低いという結果も考慮すると ,定期的ス

ポーツ実施および不定期スポーツ実施に関係なく ,女性はスポーツの利点を｢自分の能力を

他人に認めてもらえること｣や｢可能性への挑戦｣と考えずに ,単純に｢ストレス解消になる｣

や｢楽しくエンジョイできる｣と考えている可能性を示唆している . 
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４.２ スポーツ実施頻度に関連する阻害要因 

男女別にスポーツ実施頻度と阻害要因の関連要因を検討した .その結果 ,阻害要因におい

ても,スポーツ実施頻度毎に性別によって異なることが明らかとなった . 

多くの文献において ,スポーツ実施の最大の阻害要因は｢仕事 (家事･育児)が忙しくて時間

がないから｣と言われている 2)33).また Ishii33)は ,20-30 歳代は他の世代に比べて｢時間がな

い｣という身体活動に影響を与える阻害要因の影響が強いと述べている .しかし,下光 27)は ,

運動行動変容ステージ間で｢時間の管理｣において有意な関連がみられないことを明らかに

している .そのため ,単変量解析においてもスポーツ実施頻度間で｢時間の管理｣に有意な関

連がみられず ,多変量解析においても有意な関連がみられなかったことは ,他の要因がスポ

ーツ実施の阻害要因として強く関連する可能性を示唆している . 

女性は , 不定期スポーツ実施群では ,｢社会的支援の欠如｣をスポーツをしない時の理由

として高く捉えている可能性が低いことが明らかになった .スポーツ実施に｢仲間の条件が

整っていること｣｢家族が重要な他者として機能していること｣｢両親のスポーツに対する理

解度が高い｣｢仲間からの積極的な励ましが大きいこと｣などの｢ソーシャルサポート｣が大

きく影響していることが明らかになっている 34)35).また .菅ら  36)は ,スポーツ実施頻度が高

いほど  ,ソーシャルサポート得点が高いことを明らかにしている .しかし本研究において

女性のみ有意な関連がみられた .婚姻状況をみると ,女性の方が (61.9%)男性(51.6％)よりも

既婚者の割合が高いことや ,20-30 歳代は ,子どもの年齢が低いため ,就学前の子どもを持つ

女性は子育ての負担が大きく ,スポーツ参与を制限する要因となっている 37)ことが影響し

ていると考えられる.また本研究において ,定期的スポーツ実施群では ,有意な関連がみられ
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なかった.先程述べたように,スポーツ種目の中でも個人種目は ,他のスポーツ種目に比べて

定期的スポーツ実施群で行っている割合が高い .団体種目などのスポーツ種目によっては ,

練習や試合を行う上で,チームメイトや仲間の存在が必要である .つまり ,一人で気軽にでき

る個人スポーツ種目は,定期的にスポーツを実施しやすいと考えられる .そのため ,定期的ス

ポーツ実施群になると ,｢社会的支援の欠如｣を阻害要因としてあまり捉えなくなると考え

られる. 

また男女ともに定期的スポーツ実施群では ,｢物理的環境｣をスポーツをしない時の理由

として高く捉えている可能性が高いことが明らかになった .松永 38)は ,運動・スポーツ活動

への促進条件として ,｢身近にスポーツ施設があること｣を述べている .さらに Scott39)及び

Ross40)は ,身体活動量が高い人の方がスポーツ施設を認知している割合が高いことを述べ

ている.週 1 日以上定期的にスポーツを実施している人は ,スポーツを実施する場所やスポ

ーツ施設を確保していたり ,場所やスポーツ施設の存在を認知している割合が高いと考え

られる .また単変量解析では女性のみ有意な関連がみられた .多々納ら 14)は ,女性は男性よ

りも現在のスポーツ条件に強く影響を受けるため ,女性のみ有意な関連がみられたと考え

られる .しかし多変量解析においては ,男女ともに有意な関連がみられた .宇土 41)は ,スポー

ツ施設が必要不可欠な基本条件であると述べている.そのため,男女関係なく,たとえ他の阻

害要因が低くても,スポーツ種目によっては ,特有のスポーツ施設がなかったり ,天候が悪け

ればそもそもスポーツを実施できないと考えられる .つまり ,不定期スポーツ実施群の段階

では ,｢社会的支援の欠如｣が低いことが重要であるが ,定期的スポーツ実施群になると ,｢物

理的環境｣が最大の阻害要因になっている可能性を示唆している . 
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５ . 結論 

 本研究では,20-30歳代のスポーツ実施に関連する促進･阻害要因を男女別に明らかにした . 

その結果 ,スポーツ実施頻度によって関連する促進・阻害要因が異なることと ,性別によっ

て,関連する促進・阻害要因が異なることが明らかになった . 

具体的には,男性は ,不定期スポーツ実施群では「対人関係」 ,定期的スポーツ実施群では

「自己の向上」「物理的環境」と有意な関連がみられた .女性は,不定期スポーツ実施群では

「心理的効果」「体重管理」「自己の向上」「社会的支援」 ,定期的スポーツ実施群では「心

理的効果」「物理的環境」と有意な関連がみられた .  

本研究結果により ,男女別にスポーツ実施頻度毎に関連する促進阻害要因を考慮した上

で,20-30 歳代のスポーツ習慣を定着させる支援策の立案を策定することが求められる . 
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第１章 わが国のスポーツ振興 

１．スポーツ立国戦略  

 2010年に策定された「スポーツ立国戦略」において ,スポーツの価値が以下のようにま

とめられている .「スポーツは,世界の人々に大きな感動や楽しみ ,活力をもたらすものであ

り,言語や生活習慣の違いを超え ,人類が共同して発展させてきた世界共通の文化の一つで

ある.また,スポーツは,人格の形成,体力の向上,健康長寿の礎であるとともに ,地域の活性化

や,スポーツ産業の広がりによる経済的効果など ,明るく豊かで活力に満ちた社会を形成す

る上で欠かすことのできない存在である」 .本戦略は,我が国の「新たなスポーツ文化の確

立」を目指し,「 人(する人,観る人,支える(育てる)人)の重視」「連携・協働の推進」を「基

本的な考え方」として ,それらに導かれる今後概ね10年間で実施すべき５つの重点戦略 ,政

策目標,重点的に実施すべき施策や体制整備の在り方などをパッケージとして示した広範

囲をカバーするものとなっている .文部科学省は ,本戦略に掲げる施策を総合的かつ積極的

に推進し,我が国の一層のスポーツ振興に取り組むことにより ,スポーツ立国の実現を目指

している.5つの重点戦略のうち ,「ライフステージに応じたスポーツ機会の創造」において,

「国民の誰もが ,それぞれの体力や年齢 ,技術,興味・目的に応じて ,いつでも,どこでも,いつ

までもスポーツに親しむことができる生涯スポーツ社会を実現する .」ことを目指し,「で

きるかぎり早期に ,成人の週1回以上のスポーツ実施率が3人に2人(65％程度),成人の週3回

以上のスポーツ実施率が3人に1人(30％程度)となることを目指す .」ことを目標に掲げてい

る. 
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２．スポーツ基本法 

1961 年に制定されたスポーツ振興法は ,我が国のスポーツの発展に大きく貢献してきた .

制定から 50年が経過し,スポーツは広く国民に浸透し ,スポーツを行う目的が多様化すると

ともに ,地域におけるスポーツクラブの成長や ,競技技術の向上 ,プロスポーツの発展 ,スポ

ーツによる国際交流や貢献の活性化などを踏まえ ,スポーツの推進のための基本的な法律

として,議員立法により「スポーツ基本法」が成立された .この法律は,スポーツに関し ,基本

理念を定め ,並びに国民及び地方公共団体の責務並びにスポーツ団体の努力等を明らかに

するとともに ,スポーツに関する施策の基本となる事項を定めることにより ,スポーツに関

する施策を総合的かつ計画的に推進し ,もっと国民の心身の健全は発達 ,明るく豊かな国民

生活の形成 ,活力ある社会の実現及び国際社会の調和ある発展に寄与することを目的とし

ている .文部科学省は ,今後 ,スポーツ立国戦略の掲げた基本的方向性を踏まえつつ ,新たな

「スポーツ基本計画」の策定に向けて検討を進めていると述べている . 

 

３．スポーツ実施率の現状と課題 

 松畑(2011)は ,近年 ,客観的な根拠に基づく政策形成や政策評価への要請が高まってきて

おり ,スポーツ政策またはスポーツ人口の増加を目標とするスポーツ人口政策においても ,

スポーツ人口に関連する統計調査から導出される統計情報が政策目標の達成を評価するた

めの政策指標として用いられている . 

 体力・スポーツに関する世論調査(内閣府)の1982年から2009年のデータによれば週１回

以上のスポーツ実施率は ,増加傾向にあるが ,年齢が低くなるに従って低い水準で推移して
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いる.2009年では,週１日以上のスポーツ実施率は ,総数が45.3%であり,年齢階級別にみる

と,20歳代が27.7%,30歳代が35.6%,40歳代が41.7%,50歳代が48.0%,60歳代が54.7%,70歳

代以上が52.1%である.他の年代に比べて20・30歳代のスポーツ実施率が著しく低く ,スポ

ーツ立国戦略で目標に掲げている成人の週１回以上のスポーツ実施率が３人に２人 (65%

程度),成人の週３回以上のスポーツ実施率が３人に１人 (30%程度)という目標には程遠い . 

 また近年 20-30 歳代などの若年層においても生活習慣病の割合が増加している .また荒

井(2003)は ,スポーツ実施は心の発達と健康増進などの恩恵をもたらすことを述べている。

また平田(2011)は ,日本のスポーツ産業における課題として ,比較的低収入の若年層のスポ

ーツ消費が停滞しており ,今後若年層にスポーツ参加を促すような施策が必要であること

を述べている .そのため,スポーツ産業の発展という観点からも ,若年層である 20・30 歳代

のスポーツ実施率を高める支援策の策定が求められる . 

図１ わが国のスポーツ実施率の推移  体力・スポーツに関する世論調査 (2009)を参考に作成 
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第２章 スポーツマーケティング 

 樋上ら(1996)は,成人の週 1 回未満の運動実施者および非実施者において,運動したいと

思っているが積極的な実施に至らない者を運動潜在群と定義し ,全体の 43%が運動潜在群

であることを示している .藤本ら(1995)は ,地域住民を市場として捉え ,適切なマーケティン

グの重要性を述べている .将来スポーツに参加する可能性の高い潜在市場に注目し ,参加者

の「頻度」を維持・増加させる戦略である市場浸透戦略と ,これまでのスポーツ参加者以外

に新たな参加者 (潜在市場)を開拓し参加者の「実数」を増加させる戦略の市場開拓戦略と

して ,参加へ導くための適切なマーケティング戦略の重要性を述べている .さらに松岡

(2007) は , ス ポ ー ツ 参 加 者 の ベ ネ フ ィ ッ ト や 動 機 に 関 す る Wankel,L.M & 

Berger,B.G(1990)や Chelladurai,P.(2001),Ｍilne,G.R & McDonald,M.A.(1999)の研究を

検討し ,人々は様々なベネフィットを求めてスポーツをしており ,また一人の消費者が同時

に複数のベネフィットの獲得を求めているケースも尐なくないため ,スポーツ参加の動機

を理解せずには ,どのようなスポーツプロダクトを提供すべきなのか ,またはどのようなプ

ログラムを準備すべきなのかを明確にすることができないと述べている . 

また間野(2010)は ,スポーツに関する政策の立案のために ,これまでの政策分析ではなく ,

政策のための分析 ,エビデンスベースの実証研究の必要性を述べている .そのため,20・30 歳

代のスポーツ実施率を高める支援策を策定するためには ,20-30歳代のスポーツ実施に関連

する要因を明らかにすることは重要であると考えられる . 
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第３章 スポーツ社会学 

 Kenyon＆Mcphersonが1970年代初頭に「スポーツへの社会化論」を発展させ ,1970～

1980年代において ,徳永ら(1980)は「スポーツ参与」を規定する要因として ,「基礎的要因」

「社会的・経済的・文化的要因」「スポーツ関連要因」「身体的要因」「心理的要因」の5要

因を挙げている .多々納らが全ての要因を多変量解析を用いた研究においては ,「心理的要

因」と,施設の有無・グループやクラブの有無・指導者の有無などの「スポーツ条件」がス

ポーツ参与に対する第一次的要因群を構成し ,スポーツ活動を直接的に規定していること

を明らかにしている .また樋上ら(1996)は,成人の週1回未満の運動実施者および非実施者

において,運動したいと思っているが積極的な実施に至らない者を運動潜在群と定義し ,情

動,有能感,健康状態感,個人的規範,結果予測の心理学的要因で定期的運動実施群と比較し ,

定期的運動実施群は運動潜在群と比較し,心理学的要因がより運動を促進する内容であっ

たことを示している .そのため,社会学においては ,スポーツ参与に「心理的要因」が強く影

響していると言われている . 
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第４章 健康行動科学 

行動科学の分野においては ,身体活動を規定する要因に関する研究が多く行われている . 

1990 年代より,欧米を中心に ,身体活動を実施する人を増やす方法論を確立することを目指

して,身体活動の実施に影響を与える要因の把握を目的とした研究や ,その要因を活かした

身体活動介入を検討する研究が盛んに行われ始めた .近年は,身体活動の決定要因として ,人

口統計学的および生物学的要因 ,行動要因,心理要因,社会要因,環境要因,身体活動特異的要

因の 6 つの分野からなる Ecological model が提唱され,身体活動量を増加させる効果的な

支援策立案のために ,身体活動を規定する要因の中でも ,環境要因が注目されている .身体活

動を規定する環境要因として ,住居密度,土地利用の多様性 ,サービスへのアクセス,道路の

連結性,歩道・自転車道 ,景観,交通の安全,治安などの要因の検討が主に行われている .歩行な

どの身体活動に関連する要因として説明できるが ,特定の場所や専用のスポーツ施設が必

要されるスポーツ種目の実施に関連する要因としては ,説明しきれないと思われる .さらに

原田(2011)によると,環境要因を活かした加入を実施し ,身体活動促進のポピュレーション

戦略として環境要因に注目することの重要性を裏付けることを目指した研究を４種類に分

類している.「周囲の環境に関する情報を提供し ,環境に対する認知に働きかける研究など」

「駅や歩道などを設置した前後の身体活動の変化を評価した研究」「学校や職場などの施設

内の環境整備を行いその効果を検証した研究」「自治体と連携し街づくりに関与する介入を

行った研究」である .しかし,横断研究や観察研究と比較すると ,介入研究の報告数は大変尐

ない点を指摘している .また,当該分野において特に議論されている .話題は,地域の環境そ

のものを変えることの実現可能性である.例えば,最も重要性が高いものの最も実現性が低
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いテーマとして ,「都市計画・都市デザイン」が挙げられている .また原田(2011)は ,身体活

動と環境要因に関する先行研究を整理し,今後は,地域の環境そのものを変える取り組の重

要性を述べている .しかし,重要性は高いものの最も実現性が低いことも指摘している .しか

し,客観的環境要因が同じでも対象者の主観的な環境要因は異なる (Ross,2009)ことが言わ

れている.スポーツ白書 2011 によると,公共・民間・学校施設を合算すると ,我が国の体育・

スポーツ施設数は ,2008 年の統計を基準とすると ,合計で 22 万 2533 カ所もあると言われて

いる.これに公園や道路 ,海・川などの公共のスペースを含めると ,事実,我が国の運動・スポ

ーツ施設数は充実しているといえる .そのため,新たにスポーツを実施するスポーツ施設を

建設するのではなく ,既存の施設を充実させること ,施設の存在を認知させること ,ソフトや

サービスを充実させることが重要ででると考えられる .「スポーツ・運動をやりたいができ

ない」と回答した潜在的なスポーツ実施者は成人の４割以上であり ,それらの人々がスポー

ツをするための条件の第一位は「身近な場所にスポーツ施設があれば」となっている

(SSF,2010).間野(2007)は,国民の最も身近な場所に存在する公共スポーツ施設が十分にそ

の機能を果たし ,これらの潜在的なスポーツ実施に対して魅力あるプログラムを提供する

ことが求められており ,新しいスポーツ需要の掘り起こしこそが今後の公共スポーツ施設

の役割であると述べている . 
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第５章 運動・スポーツ実施に関連する心理的要因 

１．身体活動・運動実施を規定する促進・阻害要因に関する研究動向 

 行動科学の分野の中で ,人々の身体活動・運動を促進させる方法として ,心理行動医学的

なアプローチに着目し ,運動習慣の促進要因ならびに阻害要因の研究が行われてきた .それ

らの先行研究によれば ,促進要因・阻害要因は ,運動習慣の獲得・継続に対する重要な予測

要因であると考えられている (下光 ,1999)(石井ら ,2009)(井上ら ,2000)(Dishman.R.K et 

al.1985)(Trost,S.G et al.2002).また属性の異なる対象者集団では ,身体活動・運動の実践に

影響を及ぼす要因(促進要因・阻害要因)が異なると言われており ,異なる対象者集団で多く

の研究が行われている(荒井,2003),(Eyler et al.2003)(Ball et al.2006).また Sallis(1990)は ,

促進要因よりも阻害要因を強く認識している時に ,運動する事に対して ,ネガティブに感じ

ることを述べている .また Shibata ら(2009)は ,日本人成人の男性と女性とでは ,身体活動に

関連する心理的要因 ,社会的要因,環境要因が異なることを明らかにしている . 

 

 

２．簡易版運動習慣の促進・阻害要因尺度 

 下光(1999)は ,運動習慣の促進・阻害要因尺度を開発した .その際「運動の参加・不参加理

由に関する研究」「運動に対する自覚的促進要因・阻害要因尺度」「意思決定バランス尺度」

「習慣的な身体活動に対する結果期待と障害尺度」において共通する構成概念を考慮して

項目を作成した .さらに ,スポーツ社会学の分野であるスポーツ参与を規定する心理的要因

に関する研究からも項目を追加した . 
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石井 (2009)は ,これまでの先行研究で開発された尺度は ,学生 ,労働者 ,調査ボランティア

などを対象として妥当性の検討を実施した尺度が多く ,一般住民での妥当性については十

分に検証われていないことを指摘している .石井(2009)は ,運動習慣の運動指導場面での介

入戦略を構築するために活用できるように , 下光(1999)が開発した,促進要因 26 項目,阻害

要因 20 項目から構成されている運動習慣の促進・阻害要因尺度を実践的な指導場面へ応

用できるように,簡易版を開発した.尺度を改良し ,簡易版運動習慣の促進要因・阻害要因尺

度を開発した .今後は ,この尺度を用いて,実際に運動場面で活用し ,その効果を検証するこ

とが必要と述べている.しかし,先程述べた藤本・松岡の指摘からも ,介入支援策を策定する

ためには,20-30歳代という特定集団の潜在的スポーツ実施者及び定期的スポーツ実施者に

関連する促進阻害要因を明らかにすることは大変重要であると考えられる .柴田(2008)は ,

歩行による推奨身体活動量充足に関連する要因を検討した際に ,推奨身体活動量を満たし

ていないが何らかの歩行活動は行っている不十分なレベルでの歩行活動を性によって層化

して関連要因を検討した .柴田は ,推奨身体活動のレベル毎に関連要因を検討する便益につ

いて ,不活発な成人に対して ,たとえ心身の健康に十分な影響が与えられないレベルであっ

たとしても ,身体活動を始める動機を促す介入方法の開発や性差を考慮したターゲット集

団の特定に有用な情報になると述べている . 

 簡易版運動習慣の促進・阻害要因尺度は ,行動科学の分野でこれまで蓄積されてきた運動

実施を規定する心理的要因及び ,スポーツ社会学の分野で蓄積されたスポーツ実施を規定

する心理的要因の両分野を網羅している. 

 


